
 

様式第１号 

  令和 7年 6月 30日 

 

文部科学大臣 殿 

 

学校法人 創志学園 

理事長 増田 哲也 

 

 

大学等における修学の支援に関する法律第３条第１項の確認に係る申請書 

 

○申請者に関する情報 
大学等の名称 東京経営短期大学 

大学等の種類 
（いずれかに○を付すこと） 

（大学・短期大学・高等専門学校・専門学校） 

大学等の所在地 千葉県市川市二俣 625-1 

学長又は校長の氏名 高橋 有弥 

設置者の名称 学校法人 創志学園 

設置者の主たる事務所の所在地 兵庫県神戸市中央区磯辺通 4-1-5 

設置者の代表者の氏名 増田 哲也 

申請書を公表する予定のホーム

ページアドレス 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/ 

 
※ 以下のいずれかの□にレ点（☑）を付けて下さい。 
 
□ 確認申請 

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第１項に基づき確

認申請書を提出します。 
 
☑ 更新確認申請書の提出 

大学等における修学の支援に関する法律施行規則第５条第３項に基づき更

新確認申請書を提出します。 
 
 
※ 以下の事項を必ず確認の上、すべての□にレ点（☑）を付けて下さい。  
☑ この申請書（添付書類を含む。）の記載内容は、事実に相違ありません。 
 
☑ 確認を受けた大学等は、大学等における修学の支援に関する法律（以下「大

学等修学支援法」という。）に基づき、基準を満たす学生等を減免対象者とし

て認定し、その授業料及び入学金を減免する義務があることを承知していま

す。 
 
☑ 大学等が確認を取り消されたり、確認を辞退した場合も、減免対象者が卒業

するまでの間、その授業料等を減免する義務があることを承知しています。 
 
☑ この申請書に虚偽の記載をするなど、不正な行為をした場合には、確認を取

り消されたり、交付された減免費用の返還を命じられる場合があるとともに、



減免対象者が卒業するまでの間、自らが費用を負担して、その授業料等を減免

する義務があることを承知しています。 
 
☑ 申請する大学等及びその設置者は、大学等修学支援法第７条第２項第３号

及び第４号に該当します。 

 

○各様式の担当者名と連絡先一覧 
様式番号 所属部署・担当者名 電話番号 電子メールアドレス 

第１号 
東京経営短期大学  

事務局 魚井算人 
047-328-6161 office@tokyo-

keitan.ac.jp 

第２号の１ 
東京経営短期大学  

事務局 魚井算人 
047-328-6161 office@tokyo-

keitan.ac.jp 

第２号の２ 
学校法人創志学園 

法人管理部 矢野健太 
078-262-0801 kyano@seg.ac.jp 

第２号の３ 
東京経営短期大学  

事務局 魚井算人 
047-328-6161 office@tokyo-

keitan.ac.jp 

第２号の４ 

学校法人創志学園 

経理部 金井義和 
東京経営短期大学  

事務局 魚井算人 

078-262-0803 
 

047-328-6161 

yoshikazu.kanai@seg.ac.jp 
 

office@tokyo-
keitan.ac.jp 

 

○添付書類 
 
※ 以下の事項を必ず確認し、必要な書類の□にレ点（☑）を付けた上で、これ

らの書類を添付してください。（設置者の法人類型ごとに添付する資料が異な

ることに注意してください。） 
 
「⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置」関係 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の一覧表《省令で定める単位数等の

基準数相当分》 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書（シラバス）《省令で定

める単位数等の基準数相当分》 
 
「⑵-①学外者である理事の複数配置」関係 
 
☑ 《一部の設置者のみ》大学等の設置者の理事（役員）名簿 
 
「⑵-②外部の意見を反映することができる組織への外部人材の複数配置」関係  
☑ 《一部の設置者のみ》大学等の教育について外部人材の意見を反映すること

ができる組織に関する規程とその構成員の名簿 
 
「⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表」関係 
 
☑ 客観的な指標に基づく成績の分布状況を示す資料 
 
☑ 実務経験のある教員等による授業科目の授業計画書（シラバス）《省令で定

める単位数等の基準数相当分》【再掲】 
 
その他 



 
☑ 《私立学校のみ》経営要件を満たすことを示す資料 
 
☑ 確認申請を行う年度において設置している学部等の一覧 



（添付書類）経営要件を満たすことを示す資料

学校コード F212310102671 学校名 東京経営短期大学

設置者名

Ⅰ．①直前３年度の決算の事業活動収支計算書における「経常収支差額」の状況

経常収入(A) 経常支出(B) 差額(A)-(B)

申請前年度の決算 18,304,290,040円 16,562,652,956円 1,741,637,084円

申請２年度前の決算 16,622,212,942円 15,294,023,320円 1,328,189,622円

申請３年度前の決算 16,353,076,426円 14,767,930,756円 1,585,145,670円

Ⅰ．②直前の決算の貸借対照表における「運用資産－外部負債」の状況

運用資産(C) 外部負債(D) 差額(C)-(D)

申請前年度の決算 18,136,140,332円 5,563,784,074円 12,572,356,258円

Ⅱ．申請校の直近３年度の収容定員充足率の状況

収容定員(E) 在学生等の数(F) 収容定員充足率(F)/(E)

今年度（申請年度） 230人 132人 57%

前年度 460人 305人 66%

前々年度 460人 346人 75%

（Ａ）又は（Ｂ）のいずれかを記載

・申請校の直近の進学・就職率の状況（Ａ）学校基本統計を利用する場合

卒業者数(G) 進学者数＋就職者数(H) 進学・就職率(H)/(G)

申請前年度の状況 152人 144人 94%

・申請校の直近の進学・就職率の状況（Ｂ）学校基本統計を利用しない場合

進学希望者＋就職希望者(I) 進学者数＋就職者数(J) 進学・就職率(J)/(I)

申請前年度の状況

（Ⅰ．②の補足資料）「運用資産」又は「外部負債」として計上した勘定科目一覧

○「運用資産」に計上した勘定科目

勘定科目の名称 申請前年度の決算における金額

円

円

円

○「外部負債」に計上した勘定科目

勘定科目の名称 申請前年度の決算における金額

円

円

円

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

負債の内容

学校法人　創志学園

資産の内容

大学・短期大学・高等専門学校で、Ⅱ．申請校の直近３年度の全ての収容定員充足率が８割未満の場合

申請前年度に当該学校を卒業した者について、今年度（申請年度）５月１日時点の状況について



  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 東京経営短期大学 
設置者名 学校法人 創志学園 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

学部

等 

共通

科目 

専門

科目 
合計 

 

経営総合学科 
夜 ・

通信 

 

 

7 7 7  

 
夜 ・

通信 
    

 

こども教育学科 
夜 ・

通信 
 

8 8 7  

 
夜 ・

通信 
    

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開→情報公開→■その他→実務経験のある教員による授業科目一覧 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 

学部等名 

（困難である理由） 

 

  



  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 東京経営短期大学 
設置者名 学校法人 創志学園 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開→ I. 教育研究上の基礎的情報→役員名簿  

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 大学教授 
令和 5 年 4

月 1 日～令

和 8 年 3 月

31 日（3 年

間） 

当学園の運営にお

ける教学面に関す

る助言・指導 
非常勤 大学教授 

（備考） 

 

  



  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 東京経営短期大学（経営総合学科・こども教育学科） 

設置者名 学校法人 創志学園 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

全授業科目の「授業概要（シラバス）」を作成し、全学生に周知している。「授業概

要（シラバス）」の内容は毎年度更新され、学生の授業選択の指針となるよう授業内

容や成績評価の観点を明確にしている。 

「授業概要（シラバス）」の作成に際しては、授業科目の概要と目的、到達目標・達成

目標を明確にし、その内容等が、学科の人材養成の目的、卒業認定・学位授与の方針

（ディプロマ・ポリシー）に合致するように構成されているかを、学科会議や教務委

員会で検討している。さらに、学内の FD・SD 委員会においても点検・指導を行って

いる。 

具体的には、以下の事項を記載している。 

① 授業の基本情報（授業科目名、担当者名、配当年次、単位数、期間、必修・選択

の区分、授業形式） 

② 科目の概要と目的 

③ 到達目標・達成目標 

④ 資格との関係・他の科目との関連 

⑤ 授業の計画（テーマ、ねらい・内容・授業の方法、予習・復習等） 

⑥ テキスト・教科書、参考書・参考文献 

⑦ 成績評価の方法・基準 

⑧ 卒業認定・学位授与の方針と当該授業科目との関連 

 

「授業概要（シラバス）」の作成・公表時期に関しては、科目担当者が決定する当該

年度後半の１月に作成を開始している。学生の履修登録時期である 4月上旬には、学

生・教職員が閲覧できる学内ポータルサイトに公表している。その後、本学ホームペ

ージ情報公開においても、公表している。 

 

授業計画書の公表方法 
以下のホームページアドレスに公表している。 
http://210.254.118.131/tmcsyllabus/search.aspx 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 

http://210.254.118.131/tmcsyllabus/search.aspx


  

（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

本学では、教育効果の観点から前学期・後学期の二学期制を採用し、各学期の終わ

りに学修内容・学修成果を確認し、それぞれ成績を評価する。  
単位の授与と学習成績評価の方法・基準等は以下のとおりとする。 

(1) 単位の授与 
本学学則第 21 条第 1 項において、「別に定めるところにより、授業科目を履修し、 

その試験等に合格した者には所定の単位を与える。」と規定している。授業科目の履修

に関する事項は「履修規程」、試験に関する事項は「試験等に関する内規」において、

それぞれ定めている。 
 また、本学学則第 23 条（他の短期大学又は大学における授業科目の履修等）、第 24 
条（短期大学又は大学以外の教育施設等における学修）、第 25 条（入学前の既修得単 
位等の認定）により、教育上有益と認めるときは、30 単位を越えない範囲で本学にお 
ける授業科目の履修により修得したものとみなすことができるとしている。これら

は、本人の申請により教務委員会の議を経て認定される。 
 (2) 学習成績評価の方法・基準等  

本学学則第 22 条第 1 項において、「学習成績の評価は、秀、優、良、可、不をもっ 

て表し、可以上を合格とする。」と定めとしている。また、同条第 3項で評価に関する

細則は別に定めるとし、試験等に関する内規第 7条（成績評価）において、成績評価

の方法は、次の表のとおりと規定している。 
成績 
評価 

評価点 評 価 内 容 判 定 

秀 100 点～90 点  学習目標をほほ完全に達成している 

合 格 
優 89 点～80 点  学習目標を相応に達成している 
良 79 点～70 点  学習目標をある程度達成している 
可 69 点～60 点  学習目標の最低限は満たしている 
再 59 点～50 点  学習目標の最低限は満たしていない 不 再試験対象 
不 49 点以下  学習目標をほとんど満たしていない 合  
欠 欠席 欠席による不受験 格 追試又は再試験対象 
放 評価不能 出席不足又は履修放棄 科目放棄 
認 単位認定 学則第 23 条から第 25 条による認定 合 格 
なお、試験等に関する内規第 5 条（追試験）と第 6 条（再試験）において、合格し

た場合の成績評価は、追試験にあっては「良」、再試験にあっては「可」を上限とする。

ただし、追試験料を免除した授業科目については，この限りでないと規定している。 
成績について疑義がある場合には、成績表の配布時に質問を受け付ける旨を周知

している。これは、所定の手続きを経て、科目担当教員に成績の確認を求めること

で、公平性や透明性を確保している。 
上記のとおり、単位授与と学習成績評価の方法・基準等、単位認定については、学生

ハンドブックに学則・履修規程・試験等に関する内規を掲載すると共に、学内印刷物

やオリエンテーション、ガイダンスで説明している。また、規定の運用等については、

教育経営会議、大学運営会議、全学教授会、学科教授会、教務委員会において、適時、

審議が行われている。 
 

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 



  

（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

本学学則第 22 条第 4 項において、学業成績を総合的に判断する指標として GPA
を用いるとし、「東京経営短期大学 GPA 制度に関する要項」第 2 条によれば、成績

評価により与えられる GP（Grade Point）は、次のとおりである。 
秀（90〜100 点）：4  優（80〜89 点）：3   良（70〜79 点）：2 

    可（60〜69 点）： 1  60 点未満及び評価不能： 0 
 
 
（GPA の種類と算出方法） 

1 GPA の種類は、前学期・後学期の学修の状況及び成果を示す指標としてのGPA（以

下、「学期GPA」という。）、並びに在学中における全期間の学修の状況及び成果

を示す指標としてのGPA（以下「累積GPA」という。）の二種類とする。 

2 学期GPA 及び累積GPA の計算式は、次の各号によるものとし、算出された数値の

小数点第３位以下は切り捨てるものとする。 

 

①  学期ＧＰＡの計算式 
当該学期に評価を受けた授業科目のＧＰ×当該授業科目の単位数）の合計 

学期ＧＰＡ＝ 
当該学期に評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 

②  累積ＧＰＡの計算式 
在学全期間に評価を受けた授業科目のＧＰ×当該授業科目の単位数）の合計 

累積ＧＰＡ＝ 
在学全期間に評価を受けた授業科目の単位数の合計 

 

 

（GPA 対象授業科目） 

1 GPA 対象授業科目は、５段階評価によって成績評価される授業科目とする。 

2 GPA の算定にあたっては、GPA 対象授業科目のうちから、各学科においてGPA 利 

用の目的に照らして、適切な方法をもって選択し、または除外することができる。 

3 次の授業科目については、学期GPA 及び累積GPA 対象科目から除くものとする。 

一 学則第23条第1項、第24条第1項、第25条第1項及び第2項の規定により、本学に

おいて修得したものとみなした授業科目 

二 教務委員会の議を経て、教務委員長または学科長が指定した授業科目 

 

 

（再履修科目の取扱い） 

1 「再」又は60 点未満と評価された必修授業科目で、のちに再履修によって「可」

又は60 点 以上の評価を得た場合は、以前の「再」又は60 点未満と評価された授業

科目のGP 及び単位数を 累積GPA 対象授業科目から除くものとする。 

2 前項の規定は、学期ＧＰＡには適用しない。 
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客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

以下のホームページにアドレスに公表している。

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/wp-

content/uploads/2020/10/e5ba2feb493c832916f7f76843ee

6bb0.pdf 

情報公開→■その他→GPA制度 
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４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 
（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

本学の各学科における人材養成の目的、教育研究上の目的は、以下「学則」「卒業

認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）」に示すとおりである。  

【学則第3条の2】  

第 3 条の 2 本学は、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程編成・

実施の方針（カリキュラム・ポリシー）及び入学者受入れの方針（アドミッション・

ポリシー）を定める。 

2 前項の方針に関する事項は別に定める。 

【卒業認定・学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）】 

(1) 経営総合学科 
本学科では、以下のような能力を身につけ、かつ所定の単位を修めた学生に卒業を 
認定し、短期大学士（経営総合）の学位を授与します。 

1 多様な価値観を認め、社会人として必要な教養を身につけている。 
2 各コースにおける体系的学習とコースを横断する学際的学習を通して、実践的

知識技能を身につけている 
3 経済社会の動向に関心を持ち、修得した知識・技能・資格をもとに、問題解決 

に向けて行動することができる。 
(2) こども教育学科 
本学科では、以下のような能力を身につけ、かつ所定の単位を修めた学生に卒業を 
認定し、短期大学士（こども教育学）の学位を授与します。 

1 多様な価値観を認め、社会人として必要な教養を身につけて、パソコン操作や

文書作成等の事務スキルとビジネスマナー等をはじめ、状況に応じて笑顔で柔

軟に対応できる社会人基礎力を磨き、自ら進んで考え動くことができる「現場

力」と園運営をサポートできるマネージメント力を備えている。 
2 豊富な遊びや運動を通じて、感じたことや考えたことを自分なりに表現し、自

らの豊かな感性や表現する力を養い、子どもの心身を育みながら、子どもの豊

かな表現力を引き出す力を有する。 
3 子どもと保護者の心に寄り添い、子育てに不安を抱える家庭を支援し、子ども

の心と身体の発達をサポートするための専門的な知識と技術を有する。 
 

上記の各学科の人材養成の目的、教育研究上の目的、卒業認定・学位授与の方針（デ 
ィプロマ・ポリシー）に則り、定められた科目区分を含む62単位以上の単位を 
修得した者を、教務委員会の議を経て、教授会において意見を聴取し、学長が卒業 
を認定しており、適切に実施している。  
卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）及び学則等の関係する規定 
は、学生ハンドブックに掲載すると共に、ホームページアドレスにおいても公表 
している。 

 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）は、以

下のホームページアドレスに公表している。 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/feature/ 

情報公開 → Ⅱ修学上の情報→ディプロマポリシー 
 

  



  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 東京経営短期大学 

設置者名 学校法人 創志学園 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → III. 財務情報 → 貸借対照表 

収支計算書又は損益計算書 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → III. 財務情報 → 収支計算書 

財産目録 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → III. 財務情報 → 財産目録 

事業報告書 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → III. 財務情報 → 事業報告書 

監事による監査報告（書） 
以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → III. 財務情報 → 監査報告書 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：以下のホームページアドレスに公表している。 

 https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 

情報公開 → ■その他 → 自己点検評価への取りくみ 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
2022年度認証評価にて「適格」と認定。 

公表方法：以下のホームページアドレスに公表している。 

     https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 

情報公開 → ■その他 → 自己点検評価への取りくみ → 第三者評価で適格認定 



  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名 経営総合学科 こども教育学科 

教育研究上の目的（公表方法：以下のホームページアドレスに公表している。 
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/ TMC について）                        

（概要） 

【教育研究上の目的】 

本学の教育研究上の目的は、学則第 1条で次のように規定している。 

【学則第 1条】 

学校法人創志学園の建学の精神並びに教育基本法及び学校教育法の規定に基づき、

深く専門の学芸を教授研究し、人間性豊かな創造的能力を涵養するとともに、実際的

職業に必要な専門的能力を有する人材を育成することを目的とする。 

  

また、学則第 1 条の教育研究上の目的は、下記の建学の精神と教育理念・教育方針

に繋がるものである。 

東京経営短期大学の建学の精神は、学校法人創志学園の精神である「挑戦と創造の

教育」に基づき、常に自分自身で志を立て、自らで考え、行動を起こして志を実証して

いくことで、大きく成長できる人間となることをめざします。「創志」とは、立志と行

動への問いかけであり「夢・挑戦・達成」の繰り返しを「創志という生き方」の行動指

針としています。ゆえに、深く専門の学芸を教授研究し、人間性豊かな創造的能力を

涵養するとともに，実際的職業に必要な専門的能力を有する人材を育成することを教

育理念としています。 

 

なお、上記の内容は、ホームページ以外にも毎年度の学生ハンドブックや募集要項

等にも掲載している。 

 

卒業又は修了の認定に関する方針（公表方法：以下のホームページアドレスに公表し

ている。https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/ 経営総合

学科  
→ ３つの方針 → ディプロマ・ポリシー 卒業認定・学位授与に関する方針 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/ こども教育学科  

→ ３つの方針 → ディプロマ・ポリシー 卒業認定・学位授与に関する方針）  

（概要） 

【卒業認定・学位授与に関する方針（ディプロマ・ポリシー）】 

(1)  経営総合学科 
本学科では、以下のような能力を身につけ、かつ所定の単位を修めた学生に卒業を 

認定し、短期大学士（経営総合）の学位を授与します。 
1. 多様な価値観を認め、社会人として必要な教養を身につけている。 

2. 各コースにおける体系的学習とコースを横断する学際的学習を通して、実践的知

識技能を身につけている。 

3. 経済社会の動向に関心を持ち、修得した知識・技能・資格をもとに、問題解決に 

向けて行動することができる。 
 

 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/


  

(2) こども教育学科 
本学科では、以下のような能力を身につけ、かつ所定の単位を修めた学生に卒業を 
認定し、短期大学士（こども教育学）の学位を授与します。 
1.  多様な価値観を認め、社会人として必要な教養を身につけて、パソコン操作や文 

書作成等の事務スキルとビジネスマナー等をはじめ、状況に応じて笑顔で柔軟に

対応できる社会人基礎力を磨き、自ら進んで考え動くことができる「現場力」と園

運営をサポートできるマネージメント力を備えている。 

2.  豊富な遊びや運動を通じて、感じたことや考えたことを自分なりに表現し、自ら

の豊かな感性や表現する力を養い、子どもの心身を育みながら、子どもの豊かな

表現力を引き出す力を有する。 

  子どもと保護者の心に寄り添い、子育てに不安を抱える家庭を支援し、子どもの心 

と身体の発達をサポートするための専門的な知識と技術を有する。 

 
 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：  

https://www.tokyo-keitan.ac. jp/management/経営総合学科 → 3つの方針 → カ

リキュラム・ポリシー 教育課程の編成方針 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/こども教育学科 → 3つの方針 → カリキュ

ラム・ポリシー 教育課程の編成方針） 

（概要） 

【教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）】 

 東京経営短期大学では、建学の精神と教育理念に基づき、本学のディプロマ・ポリ

シーに掲げる資質・能力を備えた人材を育成するため、学科毎に次のような教育課程

の編成方針（カリキュラム・ポリシー）に基づき、教育課程を編成している。 

(1)  経営総合学科 

本学科では、建学の精神と教育理念に基づき、「総合ビジネス」「会計税務」「医療

事務」「観光ホスピタリティコース supported by Hotel Okura」の 4つのコースを設

置し、以下のような方針に基づいてカリキュラムを編成しています。 

１．基本的な学習能力と多様な基礎知識を身につけるために、また、専門的な知識や

技能を体系的に学ぶために、「必修科目」のほかに「選択必修科目」と「選択科

目」を設けています。 

２．少人数制のゼミナールでは、社会人として必要な人間力の育成や進路支援などを

きめ細やかに行う「基礎ゼミナール」と共に、各自の進路と関連した専門知識や

資格取得を目指す「専門ゼミナール」を設けています。 

３．広い視野と創造的能力を培うために、所属するコース以外の科目を自由に選択・

履修できるものとし、進路選択に関連した資格の取得を奨励します。 

(2)  こども教育学科 

本学科では、建学の精神と教育理念に基づき、以下のような方針に基づいてカリキ

ュラムを編成しています。 

１．保育士資格と幼稚園教諭免許の取得を目指して、保育・ 幼児教育に必要な基礎知

識を学び、自ら進んで考えて動くことができる保育実践力、状況に応じて笑顔で

柔軟に対応できる現場力に加え、コミュニケーションスキル等の社会人基礎力を

有する人材養成を目指します。 

２．豊富な遊びや運動をとおして、感じたことや考えたことを自分なりに表現し、子

どもの心身を育みながら、現場のニーズに応えられる能力や子どもの表現力を引

き出すことができる能力を身につけられる人材養成を目指します。 

３．子どものこころと身体の発達をサポートし、子どもや保護者の心に寄り添うこと

ができるマインド、子育てに不安を抱える家庭との相談技術を有する人材養成を

目指します。 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/


  

 

なお、こども教育学科では、基礎科目と専門科目に大別し、前者は「共通」と「教養・

キャリア支援」に区分して科目を編成している。本学科は、2年間で保育士と幼稚園教

諭の両資格・免許を取得することを目的としているので、必修科目などに配慮して教

育課程を編成している。 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：  

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/ 経営総合学科 → 3つの方針 

 →アドミッションポリシー 入学者受け入れの方針 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/ こども教育学科 → 3つの方針  

→ アドミッションポリシー 入学者受け入れの方針） 

（概要） 

概要）【入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）】 

 東京経営短期大学では、建学の精神と教育理念に基づき、本学のディプロマ・ポリ

シーとカリキュラム・ポリシーを踏まえて、学科毎に次のような入学者受入れの方針

（アドミッション・ポリシー）を明示している。 

(1) 経営総合学科 

経営総合学科では、本学の建学の精神と教育理念に共感し、自ら考え行動しようと

する学習意欲の高い学生を求めています。 

［求める学生像］ 

(１)自ら考え行動する意欲を持った人 

(２)将来の夢を持ち、その実現に向けて努力できる人 

(３)社会人としての基礎力と、職業人としての実務能力を身につけたい人 

［入学までに身に付けて欲しいこと］ 

入学希望者は、国語・数学を中心に高校までの基礎学力を身に付けておいてくだ 

さい。また、日本だけでなく世界の動きやビジネスの動向に目を向けるようにし

てください。 

［入学試験の基本方針］ 

入学試験では、入学後の学修に必要とされる基本的な能力を確認する観点から、 

国語と数学の習得状況を重視しています。また、面接試験では夢や目標を掲げて

学ぶ意欲等をみます。その他、検定試験や資格取得の実績、生徒会や部活動、ボ

ランティア活動等での実績も含めて、幅広く評価していきます。 

 

 

(2) こども教育学科 

［求める学生像］ 

(１)自ら考え、行動する意欲を持った人 

(２)こどもの成長に関わる仕事への夢を持ち、その実現に向けて努力できる人 

(３)社会人基礎力と、現場力を磨き、子どもを第一に考え、自ら進んでいく動く

ことができる人 

［入学までに身に付けて欲しいこと］ 

入学希望者は、国語を中心に高校までの基礎学力を身に付けておいてください。 

また、コミュニケーション力の向上に努力すると共に社会の動きに目を向けまし

ょう。 

［入学試験の基本方針］ 

入学試験では、入学後の学修に必要とされる基本的な能力を確認する観点から、

国語力や表現力などの習得状況を重視しています。また、面接試験では夢や目標

を掲げて学ぶ意欲等をみます。その他、検定試験や資格取得の実績、生徒会や部

活動、ボランティア活動等での実績も含めて、幅広く総合的に評価していきます。 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/


  

 

 上記の各学科の求める人材像により、学科での学習に必要な学力や人間性を多面的

に評価するため、以下の選抜方法により入学者の選抜を行う。 

① 学校推薦型入試（指定校制及び一般公募制）は、学校長の推薦による者を対象と 

している。 

選考方法は、両学科共に書類審査（調査書・推薦書・入学希望理由書・学習計画

書）、及び面接により、学びへの意欲やコミュニケーション能力等を総合的に判断

している。 

② 総合型選抜入試では、本学のアドミッション・ポリシーを理解する者で、「奨学生

総合型選抜」と「一般総合型選抜」の2方式がある。 

「奨学生総合型選抜」は、事前の個別面談の上、クラブ活動・生徒会活動や地域活 

動・ボランティア活動等の社会活動が2年以上あるもので、調査書の評定平均値が3.2 

以上の者を対象としている。 

選考方法は、両学科共通で、出願書類（調査書（または成績証明書）、活動報告

書、入学希望理由書、学修計画書を総合的に判断している 

③ 一般選抜入試では、両学科とも書類審査（調査書）、筆記試験により、高校までの 

学びの実績を総合的に判断している。 

 筆記試験の選択科目は、両学科ともに、総合問題、数学Ⅰの 2 科目から 1 科目を

選択する。2020 年度募集以降、外部英語試験の利用を認めている。 

④ 経営総合学科の外国人留学生試験では、日本語能力試験 N2 程度以上の者を対象 

とする。日本語試験（100 点）や面接（100 点）により、日本語能力や異文化理解の

精神、考える力やコミュニケーション能力等を総合的に判断している。 
 

 

 

②教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：https://www.tokyo-keitan.ac.jp/about/disclosure/ 
情報公開 → その他 → 自己点検・評価への取りくみ → 自己点検・評価報告書 → 学

校法人・短期大学の組織図  

 

  



  

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ 1 人 － 1 人 

経営総合学科 － 3 人 4 人 2 人 2 人 0 人 11 人 

こども教育学科 － 4 人 0 人 3 人 2 人 0 人 9 人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

0 人 20 人 20 人 

各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 

公表方法： 

https://www.tokyo-
keitan.ac.jp/management/teachers/ 
経営総合学科教員紹介 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/teachers/ 
こども教育学科教員紹介 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）については、「FD・SD委員会」を中心に

行っている。SDは、全教職員が参加することを前提に情報や戦略の共有等を目的に実施

している。FDは、教員を中心に授業改善の具体的な方法についての情報交換や研究活動

の経過報告・紹介等を行っている他、公開授業も行っている。  
教員の教育活動に対する評価の仕組みとして、「学生による授業評価アンケート」を各

学期の中間と期末に実施し、その結果を各教員にフィードバックすると共に公開もしてい

る。2018年度からは、学生による授業評価アンケートの結果をもとに、優れた教育を実践

している教員に対してティーチングアワード（Teaching Award）を授与するなどの取り

組みをすることで、教材や「講義概要」（シラバス）の改善に役立てられる契機となり、

教育の質の向上にも寄与している。 
また、研究活動の成果として、『東京経営短期大学研究紀要』を発行している。 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経営総合学科 0 人 0 人 - ％ 170 人 90 人 62.9％ 0 人 0 人 

こども教育学科 0 人 0 人 - ％ 60 人 42 人 75.8％ 0 人 0 人 

合計 0 人 0 人 - ％ 230 人 132 人 66.3％ 0 人 0 人 

（備考） 

 

 

 

 

 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/teachers/
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/teachers/
https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/teachers/


  

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経営総合学科 
106 人 

（100％） 

17 人 

（16.0％） 

85 人 

（80.1％） 

11 人 

（10.3％） 

こども教育学科 
46 人 

（100％） 

1 人 

（2.1％） 

41 人 

（89.1％） 

4 人 

（8.6％） 

合計 
152 人 

（100％） 

18 人 

（11.8％） 

126 人 

（82.9％） 

15 人 

（9.8％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

（1）主な就職先 
＜IT・通信＞ 

TX コミュニケーションズ株式会社、Tinhvan Japan 株式会社、アルテニカ株式会社、エー・アール・

システム株式会社、株式会社 IA、株式会社 NECT、株式会社 PulsUltra、株式会社ニーズワン、    

株式会社ベオスアイティーホールディングス 
＜製造業＞ 

JX 金属、TQC 株式会社、リンテック株式会社、徳利株式会社、株式会社 BOD、株式会社八絹 
＜建設・設備・不動産＞ 

NASON HOME、SUN HOME 株式会社、共同エンジニアリング株式会社、合同会社ティーウル、 

戸室電気事務所、株式会社エレコン、株式会社セビックス、株式会社城西プロパティ、株式会社東京

エコール、樹工業 
＜宿泊・サービス＞ 

オークラ千葉ホテル、グランドニッコー東京ベイ舞浜、ディズニセレブレーションホテル、     

日本ホテル株式会社、株式会社グランドニッコー東京、株式会社ホテルオークラ東京、株式会社   

ホテルオークラ東京ベイ、株式会社ミリアルリゾートホテルズ 
＜人材・営業支援＞ 

ヒト・コミュニケーションズ株式会社、株式会社セレブリックス、株式会社日本ケイテム、株式会社

綜合キャリアオプション 
＜医療・福祉＞ 

MU センターサービス東京株式会社、株式会社アスモ、株式会社アズパートナーズ、株式会社ニチイ

ケアパレス 
＜士業・経理・法律＞ 
千代田税理士法人、税理士法人入江会計事務所、経理の特命レスキュー隊株式会社、行政書士法人 NCG 

＜金融＞ 
小松川信用金庫、東京ベイ信用金庫 

＜サービス業（その他）＞ 
アート引越センター株式会社、東京エムケイ株式会社、株式会社 EN VEDETTE、株式会社アルシエ、

株式会社トリアイナ、株式会社ライズプラス、株式会社中央物産、株式会社原町日通自動車修理工場 
＜教育・教習＞ 
船橋第一自動車教習所 

＜小売＞ 
株式会社ノジマ 

＜公務＞ 
千葉県職員、江戸川区公務員 

＜自動車販売＞ 
トヨタカローラ南茨城 
 

≪保育・幼稚園・施設≫ 

AIAI Child Care 株式会社、いわさき幼稚園、おおや幼稚園、こぱんはうす、つくし幼稚園、      

みやくぼ幼稚園、アスク本八幡、アトリエバレーナ幼稚園、ペルプラス柏光ヶ丘教室シーガル保育園、

プチリック保育園、ホッパ、一般社団法人千葉県国際文化教育財団ベルナーサリー保育園、中央区  

公立保育士、八柱幼稚園、共栄石油株式会社越谷流通ステーション、学研ココファングループ、愛泉

保育園、感覚統合スタジオワールドキッズ新宿教室、暁幼稚園、木下の保育園、株式会社 TNC、株式

会社こどもの森まなびの森保育園戸田園、株式会社さくらさくみらい、株式会社プロケア     

ちゃいれっく初石園、株式会社マザーライク放課後デイサービスこすもすカレッジ、株式会社モード・



  

プランニングジャパン雲母保育園、株式会社モード・プランニングジャパン雲母保育園、株式会社  

京進、浅間幼稚園、渋谷教育学園浦安子ども園、生活クラブ風の村はぐくみの杜かしわ、社会福祉  

法人みなみ福祉会みなみ新松戸保育園、社会福祉法人晴香晴香園、社会福祉法人正心会森のまち   

ひなた保育園、社会福祉法人正愛会南船橋保育園、船橋市公立保育士、若葉インターナショナル、  

認定こども園第二ますお幼稚園 

 

（2）主な進学先（編入学） 

 和光大学、中央学院大学、敬愛大学、東京富士大学、東京未来大学、東京経済大学、帝京大学、     

東洋学園大学、明海大学、西武文理大学、青森大学、駒沢女子大学、光云大学（韓国）他 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

全授業科目の「講義概要(シラバス)」を作成し、全学生に周知している。「講義概要（シ

ラバス）」の内容は毎年度更新され、学生の授業選択の指針となるよう授業内容や評価の

観点を明確にしている。  

「講義概要（シラバス）」の作成に際しては、授業科目の主題とそのねらいを明確にし、

授業の目的・内容・方法等が、学科の人材養成の目的、卒業認定・学位授与の方針（ディ

プロマ・ポリシー）に沿って構成されているかを学科教授会と教務委員会で確認している。  

具体的には、以下の事項を記載している。  

① 授業の基本情報（授業科目名、担当者名、配当年次、単位数、期間、必修・選択

の区分、授業形式） 

② 科目の概要と目的 

③ 到達目標・達成目標 

④ 資格との関係・他の科目との関連 

⑤ 授業の計画（テーマ、ねらい・内容・授業の方法、予習・復習等） 

⑥ テキスト・教科書、参考書・参考文献 

⑦ 成績評価の方法・基準 

⑧ 卒業認定・学位授与の方針と当該授業科目との関連 

 

なお、授業計画では、各回に具体的なテーマと内容を明記して、15 回分（週 2 回科目等 
は 30 回分）の授業計画を作成している。作成の注意点として、第 15 回目（週 2 回科目等は

第 30 回目）の授業には定期試験を含めないように指導している。  
 

 

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 



  

（（概要） 

 本学では、教育効果の観点から前学期・後学期の二学期制を採用し、各学期の終わり

に学修内容・学修成果を確認し、それぞれ成績を評価する。  
履修登録の科目数の上限については、学生の学修活動等が滞ることのないよう配慮し、

年間48単位までに設定している。ただし、履修規程6条を適用して、保育士資格・幼稚園

教諭免許に関する科目単位、及び集中講義形式で開講される資格取得等に関する授業科目

に係る単位、学則第23条から25条の認定単位は除くこととしている。  
単位の授与と成績評価の方法・基準等は以下のとおりとする。  

(1)  学修の成果に係る評価―単位の授与 
本学学則第 21 条第 1 項において、「別に定めるところにより、授業科目を履修し、そ 

の試験等に合格した者には所定の単位を与える。」と規定している。授業科目の履修に関

する事項は「履修規程」、試験に関する事項は「試験等に関する内規」において、それぞ

れ定め、厳正に適用している。 
 (2) 学修の成果に係る評価―成績評価の方法・基準等  

本学学則第 22 条第 1 項において、「学習成績の評価は、秀、優、良、可、不をもって 

表し、可以上を合格とする。」と定めとしている。また、同条第 3項で評価に関する細則

は別に定めるとしているので、試験等に関する内規第 7条（成績評価）において、成績評

価の方法は、次の表のとおりと規定している。 
秀：100-90 点、優：89-80 点、良：79-70 点、可：69-60 点、認（単位認定）⇒ 合格 
再：59-50 点 ⇒ 再試験対象 49 点以下 ⇒ 不合格、欠 ⇒ 追試又は再試験対象 
放：科目放棄 
なお、試験等に関する内規第 5 条（追試験）と第 6 条（再試験）において、合格した場

合の成績評価は、追試験にあっては「良」、再試験にあっては「可」を上限とする。ただ

し、追試験料を免除した授業科目については，この限りでないと規定している。 
また、成績について疑義がある場合には、成績表の配布時に質問を受け付ける旨を周

知している。これは、所定の手続きを経て、科目担当教員に成績の確認を求めること

で、公平性や透明性を確保している。 
 
上記のとおり、単位授与と学習成績評価の方法・基準等、単位認定については、学生ハ

ンドブックに学則・履修規程・試験等に関する内規を掲載すると共に、学内印刷物やオリ

エンテーション、ガイダンス等で説明している。また、規定の運用等については、教育経

営会議、学科教授会、教務委員会において、適時、審議が行われている。 

 

(3) 卒業又は修了の認定に当たっての基準 

学則第 26 条により、本学に 2 年以上在学し、学則に定める授業科目及び単位数 62 単

位以上を修得した者について、学長が卒業を認定する。卒業又は修了の認定までのプロ

セスとしては、卒業判定教務委員会と教授会の議を経て、学長に諮問している。 
 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

 

経営総合学科 62 単位 有 48 単位（1 年次） 

こども教育学

科 
62 単位 有 48 単位（1 年次） 

 
 単位  単位 

 単位  単位 

ＧＰＡの活用状況 

（任意記載事項） 

公表方法：以下のホームページにアドレスに公表している。

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/wp-



  

content/uploads/2020/10/e5ba2feb493c832916f7f76843ee6bb0.pdf 

情報公開→■その他→GPA 制度 

学生の学修状況に係る参考 

情報（任意記載事項） 
公表方法： 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

公表方法：https://www.tokyo-keitan.ac.jp/campuslife/facilities/ 
キャンパス・施設紹介 

 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

 
経営総合学科 600,000 円 300,000 円 470,000 円  

こども教育学科 600,000 円 300,000 円 470,000 円  

 
 円 円 円  

 円 円 円  

 

 

⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

本学は、「2年後に責任を持つ」というスローガンの下に、全学的な取組みを実践して

いる。本学では、ゼミナール担任制を採用することによって、学生一人ひとりの指導責

任を明確にしている。ゼミナール担任は、学生への個人指導等を通して、学習や資格取

得、キャリア形成、生活等の指導をきめ細かく行い、その経過は学生カルテに記載し、

学科内だけではなく、学務部とも情報を共有している。 
経済的な面での修学支援としては、系列校である私学からの進学者を支援するために

入学金を半額としている。また、双子・兄弟の同時入学に対しては、どちらか一人分の1
年次授業料を半額に免除している。 
短期大学の入学志願者は経済的に恵まれていないケースもあり、分割納入のほか、延納

制度も認めている。さらに、入学前の資格取得奨学金制度を充実して、修学支援の一助

としている。また、日本学生支援機構の奨学金制度の説明会を複数回実施し、希望する

学生に対しては、きめ細やかな対応を行っている。とりわけ、各地方自治体の保育士修

学支援金貸付制度等を利用するこども教育学科の学生に対しては、学務課の担当者を中

心に、説明会の開催や書類作成の支援等を丁寧に行っている。 
 

 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要）本学では、学生一人ひとりの進路に応じた進路指導をより充実させている。

そのためには、入学時から組織的にキャリア教育を実施している。１年次よりに進路セ

ミナーを実施する他、ハローワーク相談員による就活キャリア相談も定期的に実施して

いる。 
経営総合学科のキャリア支援科目としては、「基礎ゼミナールⅠ」のほか、「キャリ

アデザイン」「キャリア意識の形成」「インターンシップ演習」などを配置している。

こども教育学科は、「基礎ゼミナール」のほか、「キャリアデベロップメント」「キャ

リアデザイン」「キャリアサポート」等を配置している。こうしたキャリア関連科目を

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/campuslife/facilities/


  

通じて、学生自らライフプランやキャリアデザインを自律的に考えさせる内容となって

いる。  
キャリア支援に関する部署として「キャリアセンター」を置き、ゼミナール担当者と

共同で支援を行っている。キャリアセンターでは企業・業界研究、履歴書などの作成、

就職・進学相談を行っている。 
教育課程外での取組みとしては、「志高会（公務員採用試験支援）」、「特進会（四年

制大学編入支援）」、「1up 塾（MOS・TOEIC 対策）」「村田塾（簿記・ＦＰ）」を

置き、学生それぞれのニーズに応じて、対策講座、進路相談、就職指導等のきめ細かな

対応を行っている。 
 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

 学生サービス体制に関しては、学生委員会が設置され、学務課やキャリアセンター

と連携しながら運営されている。学生の自治組織である「学友会」への支援も学生委員

会と学務課が中心に行っている。 

学生への支援として、学生がよりよい環境で大学生活を送ることができるように、さ

まざまな生活支援を行っている。学生が困りごと、心配ごとがあれば、学内の身近なゼ

ミナール担任や教職員に相談ができる環境と専門のカウンセラーを配置し相談が受けら

れる体制を整えている。ゼミナールの担当者は、臨床心理士等の資格を有する専任教員

や系列校や法人本部の専門家等から、アドバイスを受けられる体制を整えている。 

保健室では体調不良等の訴えに対する応急処置として、安心して休息出来る環境を整え

ている。 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 
公表方法：以下のホームページアドレスに公表している。 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/経営総合学科 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/child/こども教育学科 

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 

https://www.tokyo-keitan.ac.jp/management/


（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（うち多子世帯） （　　　　　　1人） （　　　　　　0人）

0人 0人

区分外（多子世帯） 0人 0人

第Ⅳ区分（理工農）

家計急変による
支援対象者（年間）

0人（0）人

27人（1）人

6人 6人

内
訳

第Ⅲ区分 1人 2人

（うち多子世帯） （　　　　　　0人） （　　　　　　0人）

（うち多子世帯） （　　　　　　0人） （　　　　　　0人）

第Ⅱ区分

0人第Ⅳ区分（多子世帯）

学校コード（13桁） F212310102671

（備考）

合計（年間）

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄（合計欄を含む。）について、該当する人数が1人以上10人以下の場合には、
当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載すること。

本表において、多子世帯とは大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第４条第２項第
１号に掲げる授業料等減免対象者をいい、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分、第Ⅳ区分（理工農）とは、それぞ
れ大学等における修学の支援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第２号イ～ニに掲げ
る区分をいう。

年間

27人（1）人

後半期

24人（1）人

15人

1人

学校名（〇〇大学 等）

設置者名（学校法人〇〇学園 等）

東京経営短期大学

学校法人　創志学園

前半期

支援対象者数
※括弧内は多子世帯の学生等（内数）

※家計急変による者を除く。
27人（1）人

20人第Ⅰ区分



年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 0人

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

前半期年間

（備考）

（備考）

修業年限で卒業又は修了できないことが確
定

修得単位数が「廃止」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が廃止の基準に該当）

出席率が「廃止」の基準に該当又は学修意
欲が著しく低い状況

人 0人 0人

人 0人 0人

「警告」の区分に連続して該当
※「停止」となった場合を除く。

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の処分を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

計

人

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したことにより認定の取
消しを受けた者の数

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

右以外の大学等

後半期

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認定の取消しを受け
た者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたことにより認定の取消
しを受けた者の数

人 0人 0人

0人 0人

人 0人 人

退学 0人

３月以上の停学 0人

年間計 0人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成績が著しく不良である
ことについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含む。）、
高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修業年限が２
年以下のものに限る。）

0人 0人 0人



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学生認定の効力の停
止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

（備考）

（１）停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の効力の停止を
受けた者の数

修得単位数が「警告」の基準に該当
（単位制によらない専門学校にあっては、履修科目の単
位時間数が警告の基準に該当）

人 0人 0人

ＧＰＡ等が下位４分の１ 人 6人 8人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

計 人 6人 8人

出席率が「警告」の基準に該当又は学修意
欲が低い状況

人 0人 0人

（備考）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、停止を受けた者の数

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの
に限る。）

年間 前半期 後半期

ＧＰＡ等が下位４分の１ 人 0人 1人
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